
様式１（主な取組）

【 098-866-2746 】担当部課
【連絡先】 教育庁生涯学習振興課 関連URL ―

　放課後や週末等の児童生徒の安全・安心な活動
拠点（居場所）をつくるため、地域住民等の参画を
得て、小中学校等において、余裕教室等を活用した
「放課後子ども教室推進事業」を実施する市町村
に、補助金を交付する。

　県においては推進委員会を設置し、事業関係者を
対象とした研修会を実施する。

県,市町村

小学校区毎に地域人材を活用した安全管理・学習支援を実施

放課後子ども教室を実施する市町村数（内訳）

20市町村
21市町村（新規１市町村、継続20
市町村、累計21市町村）

22市町村（新規１市町村、継続21
市町村、累計22市町村）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
放課後や週末等の児童生徒の安全・安心な活動拠点支
援（放課後子ども教室）

対応する成果指標 子供の居場所の利用者数

施策の方向
・地域住民等の参画を得て学習支援等の学校支援活動を実施する市町村に対する支援、低所得世帯の子どもに対する学習習慣の定着に向けた支
援、多様な進学希望に対応した学習支援及びその親に対する養育支援等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ①生活及び教育支援の充実

施策の小項目名 ○多様な学習支援
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　各教室では、習支援、スポーツ活動、体験活動
等様々なプログラムが展開された。

　県は研修会等を通して、放課後子ども教室関係
者の資質向上を図るとともに、20市町村に補助金
の交付を行った。


19市町村 20市町村 20市町村 20市町村 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　20市町村113教室で事業が実施された。各放課後子ども教室
では、学習支援、スポーツ活動、体験活動等様々なプログラム
が展開された。

　20市町村で事業を実施予定。各放課後子ども教室において、
学習支援、スポーツ活動、体験活動等様々なプログラムを展開
予定。

活動指標名
放課後子ども教室を実施する市町
村数（内訳）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 16,987 22,920 各省計上 補助 25,692

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名
放課後子ども教室推進事業（学校・家庭・地域の連携協力推進事
業）












予算事業名
放課後子ども教室推進事業（学校・家庭・地域の連携協力推進事
業）
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　県内の雇用状況の改善による就業人口の増加は、ボラン
ティアの担い手不足に影響。






⑤ 情報発信等の強
化・改善

　より多くの地域住民の参画を得るために、これまでのボラ
ンティア募集の手法の見直しや、更なる工夫を行うよう、研
修会等を通して市町村に働きかける。


３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　国が掲げている「地域学校協働活動とコミュニティ・ス
クールの一体的な推進」について、県内において模範的な事
例が少ない。






⑤ 情報発信等の強
化・改善

　地域学校協働活動とコミュニティ・スクールの連携による
効果や実践事例を、県内の教育委員会や学校関係者に伝える
ため、研修会等を通して積極的に資料等を配布する。


進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　県内の市町村で、放課後等における子どもたちの安全・安心な活動拠点支援活動が行われた。

　目標値20市町村に対し実績値20市町村と達成割合は100.0％となっており、進捗状況は順調となった。


令和4年度の取組改善案 反映状況

・地域学校協働活動とコミュニティ・スクールの連携による効果や実践事例を、県内
の教育委員会や学校関係者に伝えるため、研修会等を通して積極的に資料等を配布す
る。

・より多くの地域住民の参画を得るために、これまでのボランティア募集の手法の見
直しや、更なる工夫を行うよう、研修会等を通して市町村に働きかける。






・事業関係者を対象とした研修会を３回行った。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2746 】担当部課
【連絡先】 教育庁生涯学習振興課 関連URL ―

　家庭学習が困難であったり学習習慣が十分に身
についていない児童生徒を対象に、大学生や教員
OB、地域住民等の協力により、学習支援（地域未
来塾）を行う市町村に、補助金を交付する。

　県においては、推進委員会を設置し、事業関係者
を対象とした研修会を実施する。

県,市町村

児童生徒を対象に、地域住民等の協力を得て学習支援事業を実施する市町村に補助金を交付

地域未来塾実施市町村数（内訳）

４市町村
５市町村（新規１市町村、継続４市
町村、累計５市町村）

６市町村（新規１市町村、継続５市
町村、累計６市町村）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 学校・家庭・地域の連携協力推進事業（地域未来塾） 対応する成果指標 子供の居場所の利用者数

施策の方向
・地域住民等の参画を得て学習支援等の学校支援活動を実施する市町村に対する支援、低所得世帯の子どもに対する学習習慣の定着に向けた支
援、多様な進学希望に対応した学習支援及びその親に対する養育支援等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ①生活及び教育支援の充実

施策の小項目名 ○多様な学習支援
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　５市町村において大学生や教員OB、地域住民等
が連携した支援が行われた。家庭での学習が困難
であったり、学習習慣が十分に身についていない
児童生徒を対象に学習習慣の確立と基礎学力の定
着を図った。

7市町村 4市町村 5市町村 ４市町村 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　地域学校協働活動を実施した21市町村252校（88本部）のう
ち、５市町村25校において、地域未来塾が行われた。

　地域学校協働活動が予定されている21市町村のうち、５市町
村において、地域未来塾が行われる予定。

活動指標名 地域未来塾実施市町村数（内訳） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 44,776 44,457 各省計上 補助 44,724

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名
地域学校協働活動推進事業（学校・家庭・地域の連携協力推進事
業）

予算事業名
地域学校協働活動推進事業（学校・家庭・地域の連携協力推進事
業）
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　学校における働き方改革が求められる中、放課後の教室を
活用した学習支援の実施には、教員の負担にならない仕組み
づくりが必要。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　継続した活動につながるよう、学校・家庭・地域の役割を
分担し、負担が偏らないような仕組みづくりを行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　基礎学力の定着を目指す取組のため、教員OBや教員志望の
大学生、塾講師といった一定の学習指導技術を持った地域人
材の協力が不可欠である。 ② 連携の強化・改善

　企業や大学などと連携して、安定した支援者の確保に努め
る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　実施地域からは、「前回のテストより成績が上がった。」「未来塾に通うようになって学習意欲が向上した。分からない所を明確にして、それを直す習慣がついた。」などの
声が上がっている。

　目標値の４市町村に対し実績値は５市町村と達成割合は125.0％となっており、進捗状況は順調となった。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・企業や大学などと連携して、安定した支援者の確保に努める。

・継続した活動につながるよう、学校・家庭・地域の役割を分担し、負担が偏らない
ような仕組みづくりを行う。

・地域学校協働活動推進員が調整役として、受講生徒への周知活動や学習支援員の配置等
を行うことにより、活動の安定的な推進（学校との連携等）につながっている。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2711 】担当部課
【連絡先】 教育庁教育支援課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/edu/shien/syuugakuenzyo.html				

							

　経済的理由によって就学困難となっている小・中
学校の児童及び生徒の教育機会の格差解消を図
り、義務教育の円滑な実施を図るため、生活保護法
に規定する要保護者及び要保護者に準ずる程度に
困窮している準要保護者に対して学用品費や学校
給食費等の費用を補助するなどの就学援助を行
う。

市町村

要保護・準要保護児童生徒を対象とした学用品費等の支援

学用品費等の支援

支援の実施 支援の実施 支援の実施

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 要保護・準要保護児童生徒就学援助事業 対応する成果指標 困窮世帯の高校生を対象とした学習支援による大学等進学率

施策の方向
・児童生徒が安心して教育を受けられるよう、就学援助制度の活用促進、就学支援金支給やバス通学費等支援など、家庭の教育費負担の軽減に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ②経済的な支援の充実

施策の小項目名 ○家庭の教育費負担の軽減
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　生活保護法に規定する要保護者及び要保護者に
準ずる程度に困窮している準要保護者に対して学
用品費等の費用を補助するなどの就学援助を行っ
た。

支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　生活保護法に規定する要保護者及び要保護者に準ずる程度に
困窮している準要保護者に対して学用品費等の費用を補助する
等就学援助を行った。

　生活保護法に規定する要保護者及び要保護者に準ずる程度に
困窮している準要保護者に対して学用品費等の費用を補助する
等就学援助を行う。

活動指標名 学用品費等の支援 R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

市町村 その他 0 0 市町村 その他 0

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 県事業なし 予算事業名 県事業なし
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　物価高騰の影響で保護者の経済的な負担が増加している。

③ 他地域等事例を参
考とした改善

　市町村担当者連絡会議等において、他地域の就学援助の物
価高騰に係る対応事例を共有し、支援の拡充を促していく。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　市町村単独事業として実施されている、準要保護者への就
学援助について、市町村間で 援助費目や認定基準、周知方
法、手続方法等に差が生じている。 ② 連携の強化・改善

　引き続き、市町村担当者連絡会議において先進事例等を共
有するほか、認定基準緩和や支給単価引き上げなどを促して
いく。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　各市町村において、経済的理由によって就学困難となっている小・中学校の児童及び生徒に対し、学用品費等に係る就学援助を実施。また、広報番組の放送やチラシの配布を
促すなど全県的な周知広報を実施した。教育機会の格差解消が図られ、義務教育の円滑な実施が図られたことから順調と判断。

令和4年度の取組改善案 反映状況

実施主体である市町村において、全保護者に対する就学援助制度の周知の徹底並びに
手続き方法の簡素化等の改善を図る必要がある。

　新型コロナウイルス感染症による影響で困窮した世帯に対応することが必要とな
る。

令和４年11月に市町村担当者連絡会議を開催（オンライン会議）し、他自治体の対象費目
や単価、周知方法及び先進事例等を紹介し、就学援助事業の改善を促した。また、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を踏まえた家計急変世帯への支援についても情報を共有した。

　県教育委員会においても、各市町村教育委員会に対して、進級時・入学時に全児童生徒
に制度を紹介するチラシを配布することを促した他、広報番組を放送する等全県的な周知
を行った。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2711 】担当部課
【連絡先】 教育庁教育支援課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/site/kyoikucho/shien/faq/kyoiku/

kyoiku/007.html

　子どもたちが安心して学業に励むことができるよ
う、中学生・高校生の通学費支援を行う。

県

非課税世帯等の高校生への支援、非課税世帯の中学生等（通学区域が全県域）への支援

要件を満たす者からの申請のうち給付を決定した割合

100％ 100％ 100％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 バス通学費等支援事業 対応する成果指標 困窮世帯の高校生を対象とした学習支援による大学等進学率

施策の方向
・児童生徒が安心して教育を受けられるよう、就学援助制度の活用促進、就学支援金支給やバス通学費等支援など、家庭の教育費負担の軽減に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ②経済的な支援の充実

施策の小項目名 ○家庭の教育費負担の軽減
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　令和２年10月から、住民税所得割非課税世帯ま
たは児童扶養手当等を受給しているひとり親家庭
の高校生を対象に、自宅から学校までの区間のバ
ス・モノレール通学費の無料化を開始した。

100％ 100％ 100％ 100％ 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　令和４年度は在籍校が指導要録上で出席扱いとする通所区域
の定めがない学校外施設（フリースクール）に通学する生徒を
対象に支援を拡充した。

　令和５年度も引き続き、通学費の支援を行う。

活動指標名
要件を満たす者からの申請のうち
給付を決定した割合

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 負担 317,711 10,504 県単等 負担 11,970

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　令和４年度は在籍校が指導要録上で出席扱いとする通所区域
の定めがない学校外施設（フリースクール）に通学する生徒を
対象に支援を拡充した。

　令和５年度も引き続き、通学費の支援を行う。

予算事業名 バス通学費等支援事業 予算事業名 バス通学費等支援事業

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

負担 328,974
一括交付金
（ソフト）

負担 385,013

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 バス通学費支援事業（補助） 予算事業名 バス通学費支援事業（補助）
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　新入生の入学後、通学費の支援を速やかに行う必要があ
る。 ④ 創意工夫による取

組の改善(合理化・効
率化)

　新入生に対し４月から支援を開始できるよう、郵送での申
請に加え、インターネットでの申請ができるよう、引き続き
申請者の利便性の向上を図るよう取り組む。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和２年10月から非課税世帯の高校生の通学費の無料化を開始し、令和３年度に通学区域が全県域となっている中学校に通う生徒、令和４年度に在籍校が指導要録上で出席扱
いとする通所区域の定めがない学校外施設（フリースクール）に通学する生徒を対象に支援を拡充し実施していることから、順調と判断した。

令和4年度の取組改善案 反映状況

新入生に対して４月から支援を開始できるよう、高校入学前から支援の申請を受け付
け、準備を行っていく。

　令和４年度から、在籍校が指導要録上で出席扱いとする通所区域の定めがない学校
外施設（フリースクール）に通学する生徒まで対象を拡げ、経済的負担の軽減を行っ
ていく。

新入生に対して、高校入学前から支援の申請を受け付け、４月から支援を開始した。

　令和４年度から、在籍校が指導要録上で出席扱いとする通所区域の定めがない学校外施
設（フリースクール）に通学する生徒まで対象を拡げ、経済的負担の軽減を行った。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2711 】担当部課
【連絡先】 教育庁教育支援課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/edu/shien/shuugakukyuuhukinn2015

0427.html

　意思ある生徒が安心して教育を受けられるよう、
授業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生
等がいる低所得世帯を対象に奨学のための給付金
を支給する（平成26年度から学年進行で実施）。

県

低所得世帯の高校生等を対象とした授業料以外の教育費の支援

要件を満たす者からの申請のうち給付を決定した割合

100％ 100％ 100％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 高等学校等奨学のための給付金事業 対応する成果指標 困窮世帯の高校生を対象とした学習支援による大学等進学率

施策の方向
・児童生徒が安心して教育を受けられるよう、就学援助制度の活用促進、就学支援金支給やバス通学費等支援など、家庭の教育費負担の軽減に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ②経済的な支援の充実

施策の小項目名 ○家庭の教育費負担の軽減
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　教材費や教科書費など授業料以外の教育費負担が軽減されるよう、奨学のための給付金を9,850人に支給した。

　この取組により、家庭の経済状況にかかわらず、誰もが安心して教育を受けられる環境の整備につながった。

令和4年度の取組改善案 反映状況

各高等学校と連携し非課税世帯及び生活保護世帯への申請連絡、入学時にチラシの配
布を行い制度の周知を徹底していく。また、中学校段階での高校等進学を目指す生徒
とその保護者への周知も引き続き行うことで、制度の理解が深まるよう取り組む。

各高等学校において、入学時や申請時期にリーフレットを配布し、周知を図った。

市町村教育委員会への中学校３年生の保護者へ周知を依頼した。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　授業料以外の教育費負担を軽減するため、高校
生等がいる低所得世帯を対象に奨学のための給付
金を支給した。100％ 100％ 100％ 100％ 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　授業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低
所得世帯を対象に奨学のための給付金を支給した。

　授業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低
所得世帯を対象に奨学のための給付金を支給する。

活動指標名
要件を満たす者からの申請のうち
給付を決定した割合

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 直接実施 1,237,987 1,196,957 各省計上 直接実施 1,388,832

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 高等学校等奨学のための給付金事業 予算事業名 高等学校等奨学のための給付金事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　申請漏れがないよう、周知の徹底や個別の呼びかけなど、
継続的な取組が必要である。

② 連携の強化・改善

　各高等学校等と連携し、非課税世帯等への申請連絡、入学
時にチラシの配布及び中学校段階での高校等進学を目指す生
徒とその保護者等への周知も引き続き行うことで、制度の理
解が深まるよう取り組む。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2711 】担当部課
【連絡先】 教育庁教育支援課 関連URL ―

　教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありなが
ら経済的理由により、修学困難な高校生に対し、奨
学金を貸与し支援する。

県,国際交流・人材育
成財団

経済的に修学困難及び成績要件を満たした高校生等への奨学金の貸与

要件を満たす者からの申請のうち貸与を決定した割合

100％ 100％ 100％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 経済的に修学困難な高校生等に対する奨学金事業 対応する成果指標 困窮世帯の高校生を対象とした学習支援による大学等進学率

施策の方向
・児童生徒が安心して教育を受けられるよう、就学援助制度の活用促進、就学支援金支給やバス通学費等支援など、家庭の教育費負担の軽減に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ②経済的な支援の充実

施策の小項目名 ○家庭の教育費負担の軽減
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　要件を満たす貸与希望者全員を奨学生として採用することはできており、低所得世帯における生徒も修学の継続が可能となっている。

令和4年度の取組改善案 反映状況

国による給付金支援の拡充もあり、本事業による奨学金貸与人数は減少傾向にあるも
のの、依然として貸与希望者がいることから、生徒が経済的な理由により修学が困難
となることのないよう、本事業を継続して実施する。



　本事業による支援が必要な生徒に情報が届くよう、周知活動を実施する必要があ
る。

令和４年度からは従来の月額制の貸与型奨学金に加え、既存の奨学金では賄えない学校生
活で生じる入学準備費用等に対応する少額一括貸付型奨学金「修学支援奨学金」を開始し
た。



　（公財）沖縄県国際交流・人材育成財団と連携し、県ホームページ・Twitter等での周知
活動を行った。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　勉学意欲がある生徒や学業等に優れた生徒で、
経済的な理由により修学困難な高校等に通う生徒
に対し奨学金貸与を実施。100％ 100％ 100％ 100％ 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　勉学意欲がありながら経済的理由により修学困難な生徒を対
象に奨学金を貸与した。（貸与人数840人）

　勉学意欲がありながら経済的理由により修学困難な生徒を対
象に奨学金を貸与予定。（貸与見込人数1,489人）

活動指標名
要件を満たす者からの申請のうち
貸与を決定した割合

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 16,697 15,944 県単等 補助 16,128

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 高等学校等奨学事業 予算事業名 高等学校等奨学事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　平成26年度に開始された国の「奨学のための給付金（返還
不要）」事業が開始されて以降、貸与奨学金の新規応募者の
減少傾向が顕著になっている。また、給付金は給付額も拡大
されている。

④ 創意工夫による取
組の改善(合理化・効
率化)

　令和４年度から開始した少額一括貸付型奨学金「修学支援
奨学金」を継続して実施し、既存制度では対応できていない
生徒への支援を行う。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2711 】担当部課
【連絡先】 教育庁教育支援課 関連URL
https://www.pref.okinawa.lg.jp/edu/shien/syougakukyuuhukinn/

bosyuu.html

　能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外
進学が困難な県内高等学校等生徒の県外難関大
学等への進学を促進し、大学等進学率の改善を図
るとともに、本県におけるグローバル人材の育成を
促進していくため、給付型奨学金制度を創設し、奨
学生の採用及び給付を行う。

県

経済的理由で県外大学への進学が困難な高校生を支援

採用人数（累計）

25人 25人（50人） 25人（75人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 県外進学大学生支援事業 対応する成果指標 困窮世帯の高校生を対象とした学習支援による大学等進学率

施策の方向
・児童生徒が安心して教育を受けられるよう、就学援助制度の活用促進、就学支援金支給やバス通学費等支援など、家庭の教育費負担の軽減に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(1)-イ 貧困状態にある子どもへの支援
施 策 ②経済的な支援の充実

施策の小項目名 ○家庭の教育費負担の軽減
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　支援人数累計は、令和４年度末現在で計169人となっており、目標値を達成し、取組は順調に進捗している。

　これにより、経済的に県外進学が困難な学生169人の進学・修学を支援することができた。

令和4年度の取組改善案 反映状況

選考基準の見直しを行い、中間所得層の学生中心の支援への移行を行う。
所得基準を見直し、国の修学支援制度を活用できない中間所得層も支援を受けられるよう
になった。


R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　令和５年度進学者について、指定大学への合格
を確認のうえ令和５年３月末までに奨学生25人を
採用し入学支度金を給付した。平成29～令和３年
度採用者については、年間を通して90人に月額奨
学金を給付した。

25人 25人 25人 25人 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　R5年度に進学する奨学生25人を採用し、入学支度金を給付す
るとともに、進学中の90人へ月額奨学金を給付した。

　R6年度に進学する奨学生25人を採用し、入学支度金を給付す
るとともに、進学中の98人へ月額奨学金を給付する。

活動指標名 採用人数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 73,882 80,023 県単等 直接実施 89,230

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 県外進学大学生支援事業 予算事業名 県外進学大学生支援事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　国の修学支援新制度が令和２年度から開始され、令和６年
度以降は中間所得層まで支援を拡充する方針を示している。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　令和４年度実施の県単補助金等の見直し結果において、
「国の支援の内容が明らかになった際に、適切に見直しを図
ること。」との条件が付されている。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　令和６年度以降は中間所得層まで拡充されることから、対
象者の棲み分けについての検討を要する。
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